
四日市萬古焼でおもてなし事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、市民や四日市市を訪れた方々へ「四日市萬古焼」に触れる機会を提供

し、四日市萬古焼の器で食事を楽しんでいただくために、市内飲食店・宿泊施設を対象に

四日市萬古焼で飲食に用いる器の購入費用の一部を補助し、地場産品の魅力を発信するこ

とを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 (１) 飲食店 日本標準産業分類（平成 25 年総務省告示第 405 号）に掲げる「大分類Ｍ－ 

宿泊業、飲食サービス業」のうち、「中分類 76－飲食店」をいう。ただし、管理、補助的

経済活動を行う事業所及びバー、キャバレー、ナイトクラブは除く。 

(２) 宿泊施設 日本標準産業分類（平成 25 年総務省告示第 405 号）に掲げる「大分類Ｍ 

－宿泊業、飲食サービス業」のうち、「中分類 75－宿泊業」における「小分類 751－旅館、 

ホテル」をいう。 

(３) 四日市萬古焼で飲食に用いる器 地域団体商標に登録されている四日市萬古焼及び、

萬古焼後継者育成事業「やきものたまご創生塾」の修了生のうち、申請日時点において

市内で活動を行う者が製造する器のうち、飲食に用いる容器類をいう。 

（補助対象事業者） 

第３条 補助対象事業者（以下「事業者」という。）は、市内で飲食店若しくは宿泊施設を営

む者又はそれらを営もうとする者とする。 

（補助の対象及び経費） 

第４条 補助の対象となる事業及び経費は、別表に掲げるとおりとする。 

（補助金の額及び補助率） 

第５条 補助金の額は、前条に規定する経費の合計額の２分の１以内の額とし、予算の範囲

内で定める。ただし、１事業者につき１年度 10 万円を限度とし、補助対象経費は申請年度

内のものに限る。 

２ 補助金の額に 1,000 円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとするときは、四日市萬古焼でおもてなし事業補助金交付

申請書（第１号様式）に次の各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 (１) 事業計画書（第２号様式） 

(２) 四日市萬古焼購入計画書（第３号様式） 

（交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定に基づく補助金の交付申請があったときは、その内容を審査し、

適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、事業者に対し、四日市萬古焼でおもてなし

事業補助金交付決定通知書（第４号様式）により通知するものとする。 

２ 市長は、補助金を交付できないときは、事業者に対し、四日市萬古焼でおもてなし事業



補助金交付却下通知書（第５号様式）により通知するものとする。 

 （計画変更等の申請） 

第８条 事業者は、補助金の交付の決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の内容、

経費の配分その他の事項の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合、又は補助事業

を中止し、若しくは廃止しようとする場合は、あらかじめ、四日市萬古焼でおもてなし事

業補助金事業計画変更承認申請書（第６号様式）を市長に提出し、その承認を受けなけれ

ばならない。 

２ 前項の軽微な変更とは、補助金額に変更がなく補助目的の達成に支障がないと認められ

る場合であって、補助対象経費における 20 パーセント以内の変更をいう。 

（計画変更の決定及び却下） 

第９条 市長は、前条に規定する申請があった場合は、速やかに変更内容を審査し、必要に

応じて調査等を行い、計画変更の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前条の変更を承認することを決定した場合は、四日市萬古焼でおもてなし事業

補助金変更承認通知書（第７号様式）により、変更を承認しないことを決定した場合は、

四日市萬古焼でおもてなし補助金変更却下通知書（第８号様式）により、それぞれ事業者

に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１０条 事業者は、補助事業が完了したときは、完了の日から 30 日を経過する日又は、当

該年度末のいずれか早い日までに四日市萬古焼でおもてなし事業補助金実績報告書（第９

号様式。以下「実績報告書」という。） を市長に提出しなければならない。 

（補助金額の確定） 

第１１条 市長は、前条の規定により実績報告書の提出があった場合において、その内容を

審査し適当と認めたときは、交付する補助金の額を確定し、四日市萬古焼でおもてなし事

業補助金交付確定通知書（第 11 号様式。以下「確定通知書」という。）により補助申請者

に通知するものとする。 

（補助金の請求等） 

第１２条 事業者は、前条の確定通知書を受理した後、四日市萬古焼でおもてなし事業補助

金請求書（第 12 号様式。以下「請求書」という。） により速やかに市長に請求するものと

する。 

２ 市長は、前項の請求書に基づき、補助金を交付するものとする。 

（補助金の返還） 

第１３条 市長は、事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付を取り消

し、既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

 (1) 偽りその他不正手段により、補助金の交付を受けたとき。 

 (2) 補助金を目的外の用途に使用したとき。 

(3) 補助金の交付の決定に付した条件に違反したとき。 

 (4) その他この要綱に違反したと認められるとき。 

（書類の整備） 

第１４条 事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を整備し、補助金の



交付を受けた日の属する年度の終了後５年間、保管しなければならない。 

（補助事業者の義務） 

第１５条 事業者は、市が別に定めるものを店舗内に掲出し、四日市萬古焼で飲食に用いる

器により飲食を提供する相手に対して、四日市萬古焼に関する情報を提供しなければなら

ない。 

 （補助金の評価） 

第１６条 市長は、当該補助金に関する評価を常に行い、その必要性及び効果について十分

に検証するものとする。 

２ 市長は、前項による検証の結果、必要と認めたときは、要綱の改正又は廃止その他の適

切な措置を講じるものとする。 

（その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

（有効期限） 

２ この要綱は、第１４条の規定を除き、令和１１年３月３１日限り、その効力を失う。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

 （四日市市申請書等の押印の取扱いの特例に関する要綱の一部改正） 

２ 四日市市申請書等の押印の取扱いの特例に関する要綱（令和３年四日市市告示第１８

２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 

（押印の省略） 

第２条 次の表の左欄に掲げる要綱の規定する手続又は様式のうち、同表の中

欄に掲げる手続又は様式については、当該要綱の規定に関わらず、押印を要

しないものとする。ただし、同表の右欄に掲げる条件を満たす場合に限る。 

 要綱名 手続又は様式 備考  

 （略）  

 四日市市中小企業ＩｏＴ等

活用促進事業補助金交付要

綱（平成３０年四日市市告

示第１０６号） 

（略）  



 新型コロナウイルス感染症

に対応するための保証料補

助金交付要綱（令和２年四

日市市告示第１０８号） 

（略）  

 （略）  

 

 

改正前 

（押印の省略） 

第２条 次の表の左欄に掲げる要綱の規定する手続又は様式のうち、同表中欄

に掲げる手続又は様式については、当該要綱の規定に関わらず、押印を要し

ないものとする。ただし、同表右欄に掲げる条件を満たす場合に限る。 

 要綱名 手続又は様式 備考  

 （略）  

 四日市市中小企業ＩｏＴ等

活用促進事業補助金交付要

綱（平成３０年四日市市告

示第１０６号） 

（略）  

 四日市萬古焼でおもてなし

事業補助金交付要綱（令和

２年四日市市告示第１０４

号） 

第１号様式、第６号様

式、第９号様式及び第

１２号様式 

第１２号様式につ

いては、署名(法人

その他の団体にあ

っては、代表者の

署 名 )を し た 場 合

に限る。 

 

 新型コロナウイルス感染症

に対応するための保証料補

助金交付要綱（令和２年四

日市市告示第１０８号） 

（略）  

 （略）  

 

   附 則 

この要綱は、令和８年３月３１日から施行する。 



別表第４条関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助対象事業者 補助の対象 補助対象経費 補助額 上限額 

第３条に規定する者 市内飲食店・宿泊施設

が市民や四日市市を訪

れた方々に四日市萬古

焼の飲食用の器で食事

を提供する事業 

市内の窯元、工房等

で作成された四日市

萬古焼で飲食に用い

る器の購入経費（購

入先は、市内の店舗

であること。） 

１ ／ ２

以内 

10 万円以

下 


